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要約







   The Koromo Plant of Toyota Motor Company was completed in 1938. Aiming at 
mass production of automobiles, it was one of the largest integrated production plants 
in Japan. The automobile industry needs a great deal of industrial water, and therefore, 
in those days, ground water of good quality was used as industrial water in the 
Koromo Plant. After World War Ⅱ , ground water demand for industrial use was 
increasing in highly growing Japanese economy since the 1960's, but ground water had 
been insufficient. Recently, in place of self-pumped water, industrial water for 


































　この乗用車トヨペット・クラウン（RS 型）は、昭和 26 年（1951）12 月からボディーの試作






　次に、トヨタ自動車工業が、昭和 32 年（1957）5 月の第 4 回全日本自動車ショーに出品し、

























を務められた梅原半二氏が、 昭和 47 年（1972）10 月に日本鉄鋼協会総会で行なった講演の記録
「来た道行く道　自動車工業とともに」の中で「中型乗用車の材料別重量構成比率」の数値表を
示されている。5 その数値表によると、鋼板が 46.9％で、棒鋼・鋼管が 14.5％、鋳鉄が 13.8％、





















究・開発が積み重ねられきた。その結果、薄鋼板の生産技術は、昭和 43 年（1968）4 月のアメ
リカ鉄鋼労働組合のストライキの時には、クライスラー社から富士製鐵（7,600 トン受注）や八
幡製鐵（2 万 3,000 トン受注）に対して自動車用鋼板の備蓄買いの注文が入って来るほどになった。




























































に入れ、焼鈍をていねいに行なっている。日本では 3 × 6 フィートの切り板をプル・オーバーで
圧延する作業で、それに焼鈍装置も完備していないから、板の前后の硬さが違うので困っている。






















































　なお、これらの設備は、すべて本工場における第 1 期計画に属するものとし、つぎに第 2 期計
画として、さらに仕上スケール・ブレーカー（1 基）、仕上ロール機（2 基）、フライングシャー
（1 式）およびコイラー（捲取機、2 基）を増設する計画を立て、これによって、厚み 1.2mm な
いし 1.6mm、長さ百数十メートルのコイル巻（コイル状にまいた鋼板）を製作し、さらに進ん












かしながら、わが国の時局が戦時体制に突入し、第 1 期計画だけが実施され、昭和 17 年（1942）










































































ような事態が生じていたのであろうか。そこで、その様子を知るために、 昭和 27 年（1952）7








































される薄鋼板が、従来の 3 フィート幅に対する 4 フィート幅の広幅であり、自動車用として使用
できるものであることが示されている。
　「冷延工場の建設は広畑の建設計画が決定した 12 年当時すでに青写真に入っていたものであり、




の見通しからいちはやく冷延工場の新設を決定し、26 年 3 月、米国アームコ社と技術導入契約
を締結し、最先端の技術を導入することとした。23」
　「冷延工場の建設は、既設鋼板工場の東に隣接する低地を予定し、26 年 6 月 15 日から埋立てに
かかった。27 年 1 月 14 日着工、4 スタンドタンデム冷間圧延設備は 28 年 9 月 30 日、焼鈍設備 9
月 5 日、剪断設備は 8 月 24 日に完成した。24」
　このように「建設は急ピッチで進み、28 年 11 月、0.78mm × 914mm の冷延薄板の初圧延に成
功し、29 年 2 月（11 日）酸洗機以降の冷延工場が公式に操業した。『磨薄板』の名称はこのとき
生まれたものである。冷延工場の主要設備は、連続式酸洗設備、5 基連続式冷間圧延機、バッチ




力となった。生産量は 30 年度には 13 万 3,000 トンに達し、全国比では早くも 29％に達した。25」





　続いて、昭和 30 年代に入ると、富士製鐵は、昭和 31 年度（1956）から 35 年度（1960）にわ
たる第 2 次合理化を実施することになる。そこでは、昭和 33 年（1958）11 月、広畑製鐵所に広









　「従来は 4 フィート幅までの磨薄板が製造可能であったが、33 年 11 月には広幅磨薄板製造設備
が完成し、6 フィート幅までの磨薄板を製造し、自動車メーカーを中心とする需要に対処した。
東海学園大学研究紀要　第19号









2 冷延工場は昭和 29 年（1954）に稼働し、これに代わって、かつてブリキ板の生産工場であっ
た第 1 冷延工場は、次に見る第 2 次合理化による設備増強計画にもとづいて冷延薄板製造工場へ
と変わることになる。






　「自動車用鋼板の需要増大を背景として 32 年 7 月に第 2 連続酸洗ラインの新設、33 年 9 月に第
1 冷間圧延機の 4 フィート 4 スタンド化改造、第 1 スキンパスミルの 4 フィート化改造、72 トン
焼鈍炉新設、剪断ラインの新設等の大幅な増強・改造を実施したので、34 年には 4 万トン／月
能力の近代工場に生まれ変わった。30」
　次に、もう一つの戸畑第 3 冷延工場の新設計画の実施は、次のように進められた。
　「当時輸入に依存していた自動車ルーフ材などの広幅鋼板の製造をねらって、34 年 3 月に第 3
冷延設備としてコンビネーションミルを中心とする連続酸洗ライン、75 トン焼鈍炉、剪断ライ













で、最大幅 6 フィートの製品圧延が可能な第 2 熱延および第 3 冷延を建設し、前者は 33 年 10 月、
後者は 34 年 3 月それぞれ稼働した。
　……第 3 冷延の発足時における年間生産能力が 15 万トンと小さいのは、当時、全国の乗用車
用広幅冷延薄板の需要見込みが年間 6,000 トン程度にすぎなかったためである。32」
　このようにして、「第 3 冷延は、第 2 熱延とのコンビで自動車用広幅薄板の生産を目的として




　さらに、この八幡製鐵所の戸畑第 2 熱延工場と第 3 冷延工場の連係とそれによって生産される
6 フィート広幅薄鋼板について、いま少し立ち入ってみよう。『八幡製鐵所 80 年史　部門史　上
巻』に、次のような詳しい記述が見られる。
　「第 3 ストリップ工場の冷延関係設備は、昭和 33 年 4 月より基礎工事を始め、翌年 3 月に作業
を開始した。設備の主体である冷間圧延機は、第 1・第 2 冷延工場の設備と異なり可逆式で冷間
圧延と調質圧延を兼ね、最高圧延速度は 1 分間 503 メートル、生産される品種は、冷延薄板・高
級仕上鋼板などで製品の厚みは、0.4 ～ 3.2 ミリ、板幅 914 ～ 1,892 ミリ、切板長さ最大 4,877 ミリ
まで圧延され、既設の第 1 冷延工場が最大厚み 2.3 ミリ、同板幅 1,220 ミリまでの製品であるの
に比し、幅・厚みとも大きな製品を圧延できるのが特色である。
　この内、特に 80 インチ熱間帯鋼、冷間帯鋼圧延設備に関連して、自動車用鋼板の発展につい










　つまり、八幡製鐵の第 2 次合理化によって、戸畑地区では、第 1 高炉、第 2 高炉、第 1 転炉工
場などとともに、ここに見てきた第 2 熱延工場、第 3 冷延工場などの新工場が建設された。そし
て、第 2 熱延工場と第 3 冷延工場は、その連係を前提にして、最大幅 6 フィートの自動車用広幅
薄板を生産する目的で建設され、昭和 34 年（1959）に稼働し、「自動車専用鋼板の寸法・量・質
ともに満足させるに足るもの」を供給することができた。その薄板製品は、厚さ 0.4 ～ 3.2 ミリ、
最大幅 1,892 ミリ、最大長 4,877 ミリの切り板状のものである。






















から 2 年以上のたゆまぬ努力により、これらの問題を解決し、37 年後半にいたりコイル化率は
内、外板を含めて 70％に達し、一応のめどがついた。35」
　その後、トヨタ自動車工業に納入される鋼板のコイル化率は急速に向上し、昭和 38 年（1963）
には 93.8％となり、昭和 42 年（1967）には 99.9％に達している。36 このように薄板のコイル化率
を引き上げるために、たとえば八幡製鐵所では、「自動車メーカーなどによるコイル製品の要求
に応じるため、昭和 36 年リコイリングライン、38 年にはスリッターラインが新設され 37」た。
　このように自動車メーカーからの要求を受けながら、国内製鉄メーカーは乗用車用薄鋼板の品








































































　次の 7 月に入って、太平工業から調査計画書が届けられ、調査費用 150 万円で調査実施の契約
が結ばれて、いよいよ立地調査が始められることになった。この調査費は、中経連会員企業の有
志からの拠出金によって賄うことにして、中経連事務局は 1 口 5 万円の拠出金を各企業に依頼し



















　トヨタ自動車工業は、昭和 31 年　（1956）には、これまでの　「生産設備近代化 5 か年計画」を
完了し、生産設備の規模と内容を一新して、戦後最初の本格的な量産化計画として月産 1 万台の
目標へと歩み始めたところであった。また、昭和 30 年 4 月に後に大衆小型乗用車として発売さ
れるパブリカの開発計画を開始し、31 年 8 月には第 1 号試作車が完成して、乗用車量産化へ地






































　『名古屋製鐵所 10 年の歩み』のなかに、昭和 32 年（1957）当時、富士製鐵の建設部に在職し
ながら、この立地調査に参加した島田忠雄氏による「中部製鉄所（仮称）の立地調査について」
の記述があり、以下のように立地調査の進展状況が述べられている。47














建設部）の 5 名で編成されることになった。この 5 名の調査員は、太平工業から調査を委嘱され
た製鉄所建設の専門家である。






















道の建設に着手し、30 年（1955）9 月から一部の企業に給水を開始した。そして、昭和 31 年
（1956）3 月の三重県工業誘致条例の制定にあわせて、北伊勢工業用水道事業が始まりつつある時
期であった。
　これに対して、愛知県側での愛知用水の建設は、昭和 32 年（1957）11 月に、最初の工事となっ
た三好池ダム工事が始まったばかりであり、昭和 36 年（1961）10 月の用水幹線路の通水までに





















　まず、製鉄所の規模については、さしあたりの年産量は銑鉄 70 万トン、鋼塊 60 万トン、鋼材
45 万トンとし、将来的には鋼塊 100 万トン程度の銑鋼一貫設備に拡張できるものである。そし
て、そのためには、製鉄所の主要設備として、さしあたり 1,000 トン高炉 2 基、60 トン転炉 2







































古屋製鐵所 10 年の歩み』および『躍進　名古屋製鐵所 20 年史』の年表によれば、昭和 33 年














た昭和 49 年 9 月に書かれたもので、永野氏は新日本製鐵株式会社名誉会長になっている。








は全国に 4 工場を持っていたが、急増する需要に対応して第 5 の製鉄所建設を検討していた所で、
そこへ偶然にもこのお誘いがあり、まさに阿吽の呼吸のあった応答になったわけである。53」





　昭和 33 年（1958）1 月は富士製鐵の第 2 次合理化期間の真っただ中であり、広畑製鐵所では、















































　この事態に対して、どのように対応するかを話し合うために、佐伯中経連会長は、4 月 19 日
に緊急委員会を招集した。委員会は、最初に意思表示があった富士製鐵への協力要請を進めるこ
とを決定し、八幡製鐵とは折衝することになった。
　佐伯中経連会長と佐々部名商会頭、それに大同製鋼の里村会長の 3 名が、4 月 25 日に富士製
鐵の永野社長に会見し、翌 26 日には、八幡製鐵の稲山嘉寛常務に会見して、中経連委員会の考
えを説明したうえ、了解をもらった。その結果、「富士製鐵を第 1 候補とし、八幡製鐵を第 2 候
補とする」ことを決定した。
　この後、佐伯中経連会長は、4 月 28 日付けで、富士製鐵の永野重雄社長あてに正式の誘致決
定通知を発送した。これに対して、5 月 2 日付けで、永野社長は佐伯中経連会長に、正式受諾書
を提出した。



















































協議され、昭和 33 年（1958）5 月 28 日、地元と富士製鐵の共同出資による別会社として設立す
ることが決定された。その別会社を、仮称「東海製鐵株式会社」とした。
　その後の設立手続きは中部経済連合会によって進められた。6 月 10 日、佐伯中経連会長の名
前をもって会員会社に対して、新しい製鉄会社の設立参加を呼びかけ、最低 50 万円、最高 5,000
万円を限度とする出資を要請した。募集期限の 7 月 10 日には地元出資が 12 億円を超え、その後
の調整を経て、地元 12 億 650 万円、富士製鐵 12 億 9,350 万円の出資で、設立資本 25 億円と決
め、出資者数は 134 名となった。そのなかには、最高限度額 5,000 万円を出資した地元会社とし
て、岡谷鋼機、大同製鋼、中部電力、トヨタ自動車工業の 4 社が見られる。また、愛知県知事、
三重県知事、岐阜県知事、名古屋市長、桑名市長、四日市市長も出資者となっている。
　続く 7 月 11 日に設立発起準備会が開かれ、次いで 8 月 5 日の設立発起人会では、富士製鐵社
長の永野重雄氏を発起人代表とし、また中部経済連合会会長・日本陶器社長の佐伯卯四郎氏が発
起人代表代理となり、「東海製鐵株式会社設立契約書」と「定款」を審議し、発起人はそれに記
名捺印を済ませた。そして、昭和 33 年（1958）8 月 28 日に、東海製鐵株式会社の設立総会およ
び取締役会が開かれ、取締役会では役員の選任が行なわれた。その役員選任結果は次のとおりで












　こうして、中部経済連合会から前年 3 月に『中部経済 5 カ年計画』が発表されてからほぼ 1 年
半、以上にみてきたような経緯をたどって、昭和 33 年（1958）9 月 1 日、設立登記を完了し、払
込資本金 25 億円（富士製鐵 51.7％、地元 102 社、25 銀行、3 県 3 市、48.3％）で、東海製鐵株
式会社が発足したのである。なお、払込資本金は、その後、昭和 36 年（1961）8 月に 50 億円、37
東海学園大学研究紀要　第19号
年（1962）8 月に 100 億円、39 年（1964）1 月に 200 億円、42 年（1967）8 月に富士製鐵と合併し
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